
社会資本整備総合交付金等の総額確保

～社会資本整備の促進に向けた地籍調査の推進～

奈良県における取り組み

全国の進捗状況（Ｈ30年度末）

（令和２年４月現在）県内地籍調査実施状況

本県の進捗率は、約13％

（全国平均約52％）と全国で

もワースト４位。

このため、県が取り組む

主要プロジェクトなど、施策

の迅速な推進の妨げとなっ

ていることから、県が積極

的な働きかけを行った結果、

県内39市町村で未着手は

１市のみとなる見込み。

課題として、認証遅延地区を抱

える市町村が13あり、そのうち10

市町村が休止となっている。

着手率（着手済市町村数の割合）は
令和元年度の82％から令和２年度は
95％、令和３年度は97％となる見込み。
平成30年度末の全国平均は92％。
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【担当省庁】 国 土 交 通 省



国にお願いすること

【県担当部局】 食と農の振興部担い手・農地マネジメント課

２．本県における取組

■ Ｒ２事業実施状況

○ 実施市町村 21市町村 うち ５市町がR2新規着手

○ 事 業 費 ３．３億円 （内国費１．７億円）
○ 事 業 量 ５．４９ 平方キロメートル

■ 事業促進に向けた取組

〇 地籍整備事業に係る予算の確保

地籍調査の円滑化・迅速化を図る法改正等ご尽力いただ

いたこともあって、地籍整備事業に新規着手する市町村が増

えることから、地籍整備を確実に実施できるよう、予算の確保

をお願いしたい。

また、認証遅延地区の解消が課題であり、その解消に積

極的に取り組む市町村への予算措置をお願いしたい。

地籍整備の進捗を図るため、県は、未着手・休止市町村を解消する

ため、市町村長への働きかけや研修会の開催などの取組を積極的に

行ってきた。

その結果、令和２年度から５市町が新規着手、令和３年度

から１町が新規着手、１市が再開の見込みとなっている。

○


